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さいたま市地域経済動向調査報告書 概要版 
  

－ 2021 年４～６月期 －             さいたま市 

  

本調査は、さいたま市内における経済動向、企業経営動向を把握し、適切かつ効果的な施策を 

推進する基礎資料とするとともに、市内企業の経営判断の参考資料として役立てていただくこと 

を目的としています。 

○調査対象数は 1,500事業所で、有効回答数は 329事業所（回答率 21.9％）です。 

○実績判断の今期は 2021年４～６月期です。 

 

１ 調査結果のまとめ 

～さいたま市内の景況は、一部に持ち直しがみられるものの、 
先行きは不透明の見通し～ 

さいたま市内の景況は、今期（2021年 4～6月期）のＤＩが 2.4ポイント下降してマイナス

38.0ポイントとなり、前期に比べ「飲食店」と「卸売業」を除く業種で下降し、全体では依

然として大幅なマイナスが続いている。「飲食店」は、前期からは上昇したもののマイナス

64.1ポイントと、他の業種と比べ突出して低い値となっている。全体として、前期までの回

復基調から、横ばい又はＤＩのマイナスが大きくなる傾向が出ている。また、小規模な事業者

ほどＤＩのマイナスが大きい傾向も依然として続いている。来期については、回復の見通しを

示す指標が少なく、来々期に若干の回復が見込まれるものの、先行きは不透明となっている。 

経営にマイナス面の影響が大きいと考えられる経済動向等については、「新型コロナウイル

ス感染症」との回答が全体の６割台半ばを占めており、新型コロナウイルス感染症が市内経済

に大きい影響を及ぼし続けていることがうかがわれる。 

新型コロナウイルス感染症の影響により事業者が実施した事項については、全体の３割台半

ば近くを占める「従業員の出社・出勤調整（テレワーク・在宅勤務を含む）」をはじめ、「オン

ライン会議・オンライン商談の導入」「新商品・新サービスの開発・導入」などの回答が多

く、事業継続に向けた新たな経営への対応に多くの事業者が取り組んでいることがうかがわれ

る。一方、「営業時間の変更」「臨時休業（操業停止・休止）」などの回答も多く、厳しい経営

状況がうかがわれる。 

ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)については、ＳＤＧｓに取り組んでいるとの回答は「検討

中」を含めても３割台半ば近くにとどまり、ＳＤＧｓという言葉自体の認知度も低いことがう

かがわれる。背景として、「具体的な取り組み方がわからない」「取り組むことによる経営的メ

リットがない」ことなどが、ＳＤＧｓへの取組を踏みとどまらせる要因となっていることがう

かがわれる。 

ＳＤＧｓ推進のための有効な支援策については、取り組んだ企業に対する公的認証や、低利

の資金融資・公共調達上の優遇、ＰＲや情報発信支援、ＳＤＧｓ経営に関する専門家の助言・

支援などの回答が広く一定数を占めた。このことから、ＳＤＧｓ推進のための支援策としては

幅広く検討の余地があることがうかがわれる。 
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２ 景況調査の結果概要  
 

項 目 結 果 概 要  

景 況 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「悪い」が「良い」を上回り▲38.0となり、前期と比べて
2.4ポイント下降 

【先行き】 来期は▲38.7と下降するが、来々期は▲35.9と上昇する見通し 

在庫水準 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「不足」が「過剰」を上回り 5.9となり、前期と比べて
1.7ポイント上昇 

【先行き】 来期は 6.3、来々期は 7.5と上昇する見通し 

資金繰り 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「悪い」が「良い」を上回り▲21.0となり、前期と比べて
0.9ポイント下降 

【先行き】 来期は▲20.7と上昇するが、来々期は▲23.3と下降する見通し 

雇用人員 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「不足」が「過剰」を上回り 16.0となり、前期と比べて 
0.7ポイント下降  

【先行き】 来期は 16.3、来々期は 17.4と上昇する見通し  

販売数量 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲30.0となり、前期と比べて
2.7ポイント上昇  

【先行き】 来期は▲32.2と下降するが、来々期は▲27.7と上昇する見通し 

販売単価 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「下降」が「上昇」を上回り▲8.0となり、前期と比べて
3.3ポイント上昇  

【先行き】 来期は▲9.5と下降するが、来々期は▲7.6と上昇する見通し 

仕入価格 

（単価） 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「上昇」が「下降」を上回り▲15.5となり、前期と比べて
1.9ポイント下降 

【先行き】 来期は▲13.1と上昇するが、来々期は▲14.0と下降する見通し 

売上高 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲27.7となり、前期と比べて
6.3ポイント上昇  

【先行き】 来期は▲30.0と下降するが、来々期は▲25.7と上昇する見通し 

経常利益 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲33.0となり、前期と比べて
2.6ポイント上昇 

【先行き】 来期は▲33.5下降するが、来々期は▲28.9と上昇する見通し 

設備投資 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲17.1となり、前期と比べて
4.1ポイント上昇 

【先行き】 来期は▲18.7、来々期は▲18.8と下降する見通し 
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経営にマイナス面の影響が大きいと考えられる経済動向等 
～「新型コロナウイルス感染症」が６割台半ば～ 

 

経営にマイナス面の影響が大きいと考えら

れる経済動向等をみると、 

「新型コロナウイルス感染症」が 65.0％で最

も多く、次いで「個人消費の動向」（36.5％）、

「人口減少・少子高齢化」（23.1％）、「原油・

原材料価格の動向」(18.8％)などが多くなって

いる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業種別のＤＩ値の推移】  
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新型コロナウイルス感…

個人消費の動向

人口減少・少子高齢化

原油・原材料価格の動向

物価(インフレ デフレ)…

気象変動

為替相場の動向

企業の生産拠点等の海…

米中の貿易摩擦

アジア諸国との関係

海外景気の下振れ

電力価格の動向

株価の動向

その他

無回答

(％)

2021年前期(n=329)

2020年後期(n=305)

新型コロナウイルス感染症

個人消費の動向

人口減少・少子高齢化

原油・原材料価格の動向

物価(インフレ･デフレ)の動向

気象変動

為替相場の動向

企業の生産拠点等の海外シフト

米中の貿易摩擦

アジア諸国との関係

海外景気の下振れ

電力価格の動向

株価の動向

その他

無回答

建設業 ▲ 1.5 ▲ 14.4 ▲ 10.3 ▲ 12.1 ▲ 30.4 ▲ 37.8 ▲ 25.0 ▲ 28.6 ▲ 27.2 ▲ 34.1 ▲ 36.7 ▲ 34.9

製造業 ▲ 29.3 ▲ 30.4 ▲ 27.2 ▲ 26.6 ▲ 37.7 ▲ 72.1 ▲ 55.6 ▲ 43.3 ▲ 21.1 ▲ 30.3 ▲ 32.4 ▲ 28.4

卸売業 ▲ 19.0 ▲ 29.6 ▲ 26.1 ▲ 27.2 ▲ 34.1 ▲ 58.1 ▲ 37.5 ▲ 33.9 ▲ 25.0 ▲ 22.5 ▲ 26.8 ▲ 28.8

小売業 ▲ 33.6 ▲ 34.2 ▲ 32.9 ▲ 40.0 ▲ 45.7 ▲ 67.1 ▲ 48.9 ▲ 42.4 ▲ 32.5 ▲ 36.3 ▲ 40.0 ▲ 27.5

飲食店 ▲ 43.9 ▲ 47.3 ▲ 41.7 ▲ 56.3 ▲ 50.0 ▲ 95.2 ▲ 74.2 ▲ 68.2 ▲ 68.3 ▲ 64.1 ▲ 65.9 ▲ 61.3

不動産業 ▲ 13.1 ▲ 14.8 ▲ 15.6 ▲ 21.5 ▲ 47.9 ▲ 63.8 ▲ 56.9 ▲ 50.0 ▲ 36.6 ▲ 39.0 ▲ 32.5 ▲ 31.3

サービス業 ▲ 21.9 ▲ 23.1 ▲ 15.4 ▲ 21.2 ▲ 29.2 ▲ 63.9 ▲ 36.7 ▲ 30.6 ▲ 37.5 ▲ 39.8 ▲ 37.1 ▲ 37.7
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■業種別の産業天気図（2021 年４～６月期） 
項目別ＤＩ  

項 目  
2021 年  2021 年  

１～３月期  ４～６月期  ７～９月期  10～12 月期  

景 況  
  

  
    

▲ 35.6 ▲ 38.0 ▲ 38.7 ▲ 35.9 

在庫水準          

 4.2  5.9  6.3  7.5 

資金繰り  
     

  

▲ 20.1 ▲ 21.0 ▲ 20.7 ▲ 23.3 

雇用人員         

16.7 16.0 16.3 17.4 

販売数量  

  

  

  

  

▲ 32.7 ▲ 30.0 ▲ 32.2 ▲ 27.7 

販売単価  
  

      

▲ 11.3 ▲ 8.0 ▲ 9.5 ▲ 7.6 

仕入価格 

（単価）  
        

▲ 13.6 ▲ 15.5 ▲ 13.1 ▲ 14.0 

売上高  
  

  
    

▲ 34.0 ▲ 27.7 ▲ 30.0 ▲ 25.7 

経常利益  

    
  

  

▲ 35.6 ▲ 33.0 ▲ 33.5 ▲ 28.9 

設備投資      

  

  

▲ 21.2 ▲ 17.1 ▲ 18.7 ▲ 18.8 
 

ＤＩ   ▲30  ▲10  10   30  
     

記 号   

  

      
 

◇ＤＩの算出方法…景況等に対する５段階の判断に、それぞれ以下の点数を与え、これらを各回答区分の構成 
比（％）に乗じてＤＩを算出する。ただし、「在庫水準」「雇用人員」「仕入価格（単価）」 
については、「過剰（上昇）」－１、「やや過剰（やや上昇）」－０．５、「適正（不変）」０、 
「やや不足（やや下降）」＋０．５、「不足（下降）」＋１として、ＤＩを算出する。 

評 価  
「良い」 
「増加」 

等 

「やや良い」 
「やや増加」 

等 

「普通」 
「不変」 

等 

「やや悪い」 
「やや減少」 

等 

「悪い」 
「減少」 

等 

点 数  ＋１ ＋０．５ ０ －０．５ －１ 
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３ 特別調査の結果概要 【テーマ１：コロナウイルス感染症の影響等について】 

 

（１）新型コロナウイルス感染症の売上への影響 ～「マイナスの影響が続いている」が５割台半ば～ 
新型コロナウイルス感染症の売上への影響についてみると、「マイナスの影響が続いている」（55.3％）

が最も多く回答されている。次いで、「マイナスの影響は出ていたがすでに収束した」（12.2％）が多くな
っている。 

 

（２）売上への影響の程度（前年同月比） ～前年同月を下回ったのは８割台半ば超え～ 
売上への影響があった事業者の影響の程度（前年同月比）についてみると、前年同月を 100とした場

合の売上高は「80～99」（27.0％）で最も多く、次いで「60～79」（25.7％）、となっている。一方、「100
以上」は 11.2％となっている。 

 

 

（３）新型コロナウイルス感染症による雇用への影響 
～マイナスの影響が出たのは２割弱、「今後の影響への懸念」も含めると３割強～ 

新型コロナウイルス感染症による雇用への影響についてみると、「影響はない」（53.5%）が最も多くな
っている。マイナスの影響が出た割合は、「マイナスの影響が続いている」（15.8％）、「マイナスの影響
は出たがすでに収束した」（4.0％）を合わせて２割弱（19.8%）、「現在、影響はないが、今後マイナスの
影響が出ると予想している」(13.1％)も含めると３割強（32.9%）となっている。 
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4.2

7.9

5.6

20.7

18.7

25.7

32.7

27.0

28.5

11.2

7.5

1.2

2.8

2021年度前期

(n=241)

2020年度後期

(n=214)

(%)

0～19 20～39 40～59 60～79 80～99 100以上 無回答

15.8

23.6

4.0

3.3

13.1

25.6

53.5

38.7

3.3

2.6

0.9

9.4

6.2

2021年度前期

(n=329)

2020年度後期

(n=305)

(%)

マイナスの影響が続いている

マイナスの影響は出ていたがすでに収束した

現在、影響はないが、今後マイナスの影響が出ると予想している

影響はない

プラスの影響が出ている

現在、影響はないが、今後プラスの影響が出ると予想している

無回答

55.3

62.3

12.2

6.2

8.2

21.0

14.0

6.2

5.8

1.6

0.6

4.0

2.6

2021年度前期

(n=329)

2020年度後期

(n=305)

(%)

マイナスの影響が続いている

マイナスの影響は出ていたがすでに収束した

現在、影響はないが、今後マイナスの影響が出ると予想している

影響はない

プラスの影響が出ている

現在、影響はないが、今後プラスの影響が出ると予想している

無回答
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（４）新型コロナウイルス感染症の雇用への影響の内容 
～「従業員の離職」が３割台半ば近く、「従業員数の削減」「新規採用の見送り」は２割台～ 

新型コロナウイルス感染症の雇用への影響があったと回答のあった事業所（「マイナスの影響が続いて
いる」または「マイナスの影響はあったが既に収束した」）の影響の内容については、「従業員の離職」
(33.8％)で最も多く、次いで「従業員数の削減」(27.7％)、「新規採用の見送り」(26.2％)が多くなって
いる。 

 

 

（５）新型コロナウイルス感染症の影響により、事業者が実施した事項 
～「従業員の出社･出勤調整」「営業時間の変更」が３割台～  

新型コロナウイルス感染症の影響により事業者が実施した事項についてみると、「従業員の出社･出勤
調整(ﾃﾚﾜｰｸ･在宅勤務を含む)」(34.3％)で最も多く、次いで「営業時間の変更」(31.9％)、「臨時休業
(操業停止･休止)」（24.3％）、「オンライン会議･オンライン商談の導入」(22.2％)が多くなっている。 

 

 

27.7 4.6 26.2 7.7 33.8 21.5 15.4 4.6
2021年度前期

(n=65)

(%)

従業員数の削減 非正規雇用者の増加 新規採用の見送り 早期退職者の募集

従業員の離職 賃金の低下等 その他 無回答

34.3

31.9

24.3

22.2

10.9

8.8

8.2

7.9

7.3

6.7

6.1

5.5

2.1

0.9

10.6

16.4

0 10 20 30 40

従業員の出社･出勤調整…

営業時間の変更

臨時休業（操業停止･休止）

オンライン会議・オンライン商談の導入

新商品・新サービスの開発・導入

販売価格等の変更

業態転換、業種転換、新分野展開…

インターネット販売・取引の強化・拡大

キャッシュレス決済の導入

従業員の配置転換・スキル取得促進

廃業閉業の検討

取引先･仕入先の変更や複線化

製造生産・販売拠点等の見直し

事業承継事業譲渡

その他

無回答

(%)

(n=329)

従業員の出社･出勤調整

（テレワーク・在宅勤務を含む)

営業時間の変更

臨時休業（操業停止･休止）

オンライン会議・オンライン商談の導入

新商品・新サービスの開発・導入

販売価格等の変更

業態転換、業種転換、新分野展開

（検討を含む）

インターネット販売・取引の強化・拡大

キャッシュレス決済の導入

従業員の配置転換・スキル取得促進

廃業 閉業の検討

取引先･仕入先の変更や複線化

製造生産・販売拠点等の見直し

事業承継 事業譲渡

その他

無回答
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（６）業態転換、業種転換、新分野展開の実施時期 
～２割半ばの事業所が既に実施済み～  

「業態転換、業種転換、新分野展開」と回答があった事業所(27件)のうち、２割台半ばの事業所が
「既に実施した」(25.9％)と回答している。一方、「時期が未定だが検討している」（40.7％）は約４割
となっている。 

 

（７）新型コロナウイルス感染症の影響からの回復のために期待する公的支援策 

～「固定費への補助」「売り上げ減少への補填」が３割台～ 

事業者が期待する公的支援策についてみると、「固定費(人件費･地代家賃等)への補助」(31.3％)で最
も多くなっている。 

次いで「売り上げ減少への補填」(30.1％)、「融資の拡充」(25.5％)が多くなっている。 

 

 

  

(%) 

25.9 18.5 14.8 40.7

0.0(n=27)

既に実施した 今後1、2年以内に実施する予定

時期は未定だか実施する予定 時期は未定だが検討している

無回答

31.3

30.1

25.5

20.4

17.9

15.2

10.9

9.1

8.5

7.3

5.5

2.4

20.4

0 10 20 30 40

固定費(人件費・地代家賃等)への補助

売り上げ減少への補填

融資の拡充

設備投資への支援

支援策などの情報の提供

時短営業等への支援

販路開拓への支援

企業のＤＸ(デジタルトランスフォーメー…

採用・就職に関する支援

企業の福利厚生事業への補助

専門家による経営アドバイス

その他（具体的に）

無回答

固定費(人件費・地代家賃等)への補助

売り上げ減少への補填

融資の拡充

設備投資への支援

支援策などの情報の提供

時短営業等への支援

販路開拓への支援

企業のＤＸ (                         ) への支援

採用・就職に関する支援

企業の福利厚生事業への補助

専門家による経営アドバイス

その他（具体的に）

無回答

デジタルトランス
フォーメーション

(%) 
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４ 特別調査の結果概要 【テーマ２：ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）について】 

 

（１）ＳＤＧｓの認知度     ～「詳しく知っている」「ある程度知っている」は４割～ 
ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)の認知度についてみると、「ある程度知っている」(36.2％)が最も多

く、「詳しく知っている」(4.6％)と合わせて約４割が「知っている」と回答している。 

一方、「名前は聞いたことがある」(28.0％)、「全く知らない」(24.0％)は２割台となっている。 

 
 

（２）ＳＤＧｓの進捗状況     ～ 取り組んでいる との回答は１割台半ば近く～ 
ＳＤＧｓの進捗状況についてみると、「取り組む予定はない」(30.4％)が最も多く、次いで「検討した

いが、ＳＤＧｓをよくわかっていない」(23.4％)が多くなっている。一方、取り組んでいるとの回答
は、「完了している」（0.6%）、「取り組んでいる最中である」（8.2%）、「取り組み始めたばかり」（4.6%)を
合わせても１割台半ば近くにとどまった。 

 
 

（３）ＳＤＧｓの取組で主なもの 
～「ＳＤＧｓへの対応を経営理念や事業計画に反映し本業の中で実施」が５割～ 

ＳＤＧｓの取組で主なものについてみると、「ＳＤＧｓへの対応を経営理念や事業計画に反映し本業の
中で実施」（50.0％）が最も多くなっている。次いで、「ＳＤＧsについての情報収集や学習など」
(43.2％)、「自社のブランディングやＰＲ等に活用」(31.8％)が多くなっている。 

 
  

4.6 36.2 28.0 24.0 7.3

(n=329)

詳しく知っている ある程度知っている 名前は聞いたことがある 全く知らない 無回答

0.6

8.2 4.6 19.8 23.4 30.4 13.1

(n=329)

完了している 取り組んでいる最中である

取り組み始めたばかり 検討中

検討したいが、ＳＤＧsをよくわかっていない 取り組む予定はない

無回答

50.0

43.2

31.8

27.3

13.6

9.1

2.3

9.1

0 20 40 60

ＳＤＧsへの対応を経営理念や事…

ＳＤＧsについての情報取集や学…

自社のブランディングやPR等に…

本業以外(寄附など)での社会貢…

新規事業の立上げや新商品など…

社員の人材育成に活用

その他

無回答 (n=44)

ＳＤＧsについての情報収集や学習など

自社のブランディングやPR等に活用

本業以外(寄附など)での社会貢献等の取組

新規事業の立上げや新商品などの開発に活用

社員の人材育成に活用

その他

無回答

ＳＤＧsへの対応を経営理念や事業計画に反映し

本業の中で実施

(%) 

(%) 

(%) 



- 9 -   

 
（４）ＳＤＧｓに取り組む理由 

～「企業の責任」が７割強、「社会のＳＤＧｓへの意識の高まり」が５割台半ば超え～ 

事業者がＳＤＧs に取り組む理由についてみると、「企業の責任」(70.5％)が最も多くなっている。次
いで、「社会のＳＤＧｓへの意識の高まり」(56.8％)、「企業のブランディング･価値向上」（43.2%）が多
くなっている。 

 
 

（５）事業者の取組に関係するＳＤＧｓ目標 
～４割超は「働きがいも経済成長も」「住み続けられるまちづくりを」「つくる責任 つかう責任」～ 

事業者の取組に関係するＳＤＧs 目標についてみると、「働きがいも経済成長も」(43.2％)が最も多
く、次いで「住み続けられるまちづくりを」(40.9％)「つくる責任 つかう責任」（40.9％）が多くなっ
ている。「すべての人に健康と福祉を」(38.6％)、「エネルギーをみんなに そしてクリーンに」(36.4％)
で３割台半ばを超えている。一方、「人や国の不平等をなくそう」(11.4％)、「ジェンダー平等を実現し
よう」(11.4％)、といった平等や人権などに係るゴールは１割強にとどまっている。 

  

70.5

56.8

43.2

15.9

4.5

4.5

2.3

0.0

0.0

6.8

0 20 40 60 80

企業の責任

社会のＳＤＧsへの意識の高まり

企業のブランディング・価値向上

新たな取引先の獲得などビジネス…

取り組む企業の増加

社外の関係者との連携強化

新商品や新サービスの開発に役立つ

取引先からの要請があり対応せざ…

その他

無回答 (n=44)

企業の責任

社会のＳＤＧsへの意識の高まり

企業のブランディング・価値向上

新たな取引先の獲得などﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽﾆなる

取り組む企業の増加

社外の関係者との連携強化

新商品や新サービスの開発に役立つ

取引先からの要請があり対応せざるを得ない

その他

無回答

43.2

40.9

40.9

38.6

36.4

31.8

27.3

22.7

22.7

20.5

18.2

18.2

18.2

18.2

15.9

11.4

11.4

11.4

0 20 40 60

働きがいも経済成長も

住み続けられるまちづくりを

つくる責任つかう責任

すべての人に健康と福祉を

エネルギーをみんなにそしてク…

気候変動に具体的な対策を

飢餓をゼロに

貧困をなくそう

質の高い教育をみんなに

安全な水とトイレを世界中に

産業と技術革新の基盤をつくろう

陸の豊かさも守ろう

平和と公正をすべての人に

          で目標を達成しよう

海の豊かさを守ろう

ジェンダー平等を実現しよう

人や国の不平等をなくそう

無回答

(%)

(n=44)

働きがいも経済成長も

住み続けられるまちづくりを

つくる責任 つかう責任

すべての人に健康と福祉を

エネルギーをみんなに そしてクリーンに

気候変動に具体的な対策を 

飢餓をゼロに

貧困をなくそう

質の高い教育をみんなに

安全な水とトイレを世界中に

産業と技術革新の基盤をつくろう

陸の豊かさも守ろう 

平和と公正をすべての人に

ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟで目標を達成しよう 

海の豊かさを守ろう 

ジェンダー平等を実現しよう

人や国の不平等をなくそう

無回答

(%) 
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（６）事業者がＳＤＧｓの取り組みを行わない（決まっていない）理由 

～「具体的な取り組み方がわからない」が３割強で最も多い～ 

事業者がＳＤＧsの取り組みを行わない（決まっていない）理由についてみると、「具体的な取り組み
方がわからない」(32.6％)で最も多くなっている。次いで「取り組むことによる経営的メリットがな
い」(18.2％)が多くなっている。 

 
 

（７）ＳＤＧｓ推進の後押しとなると思われる有効な支援策 

～「取り組んだ企業に対する公的認証」と「取り組んだ企業に対する低利の資金融資や公共調達上の優遇」が多い～ 

ＳＤＧs推進の後押しとなると思われる有効な支援策についてみると、「取り組んだ企業に対する公
的認証」（16.7％）が最も多くなっている。次いで「取り組んだ企業に対する低利の資金融資や公共調
達上の優遇」(14.9％）が多くなっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜本報告書の詳細は、https://www.city.saitama.jp/005/002/010/003/p015145.html にてご覧頂けます＞ 

このさいたま市地域経済動向調査（2021年６月調査）業務の委託に関する経費は、約 90 万円です。  

32.6 18.2 9.9 7.4 6.6 6.2

1.2

6.6 11.2

(n=242)

具体的な取り組み方がわからない 取り組むことによる経営的メリットがない

人手不足 ＳＤＧsに対する社会の認知度が低く前向きになれない

資金不足 社内の理解度が低く取り組めない

行政の関与が希薄 その他

無回答

16.7 10.9 14.9 2.4 7.9 9.4 11.6 26.1

(%)
(n=329)

取り組んだ企業に対する公的認証

取り組んだ企業に対するＰＲや情報発信支援

取り組んだ企業に対する低利の資金融資や公共調達上の優遇

取り組む企業間のネットワーク形成の支援

セミナーやシンポジウムの開催

ＳＤＧs経営に関する専門家の助言・支援

その他

無回答
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